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1935年 2 月貴族院男爵議員の菊池武夫14 が美濃部達吉の憲法学説を反国体的であると非難する
とともに，院外では右翼等による攻撃が行われた。美濃部はいわゆる「一身上の弁明」を試みたも
のの，勅選議員を辞任に追い込まれる。著書は発禁処分とされた。3 月貴族院は政教刷新決議を，




























































































法 医 工 文 理 農 経済 小計
大正期（1912～1926) 5 3 25 14 14 9 5 75
昭和戦前期（1926～1945) 1 6 26 2 6 7 3 51
合 計 6 9 51 16 20 16 8 126
作成参照東京大学（1984）






























さて，昭和14年度予算の編成に関与した内閣は第一次近衛文麿内閣（1937年 6 月 4 日～1939年

















るなどが行われた（大蔵省昭和財政史編集室編 1955394395）。東京帝国大学では前年度比 7 倍
の大型予算となり，工学部建築学第六講座増設費，航空研究所拡張費などを含むものであった

































































日新聞』夕刊，1939年 3 月14日，2 頁）と報じた。『読売新聞』も「愈よ生れる三講座“日本学”
目指し」と題し「三つの講座は東大法学部の東洋政治思想史講座，京大経済学部の東亜経済政治，
日本経済学の両講座〔略〕いづれも十三日文部省の追加予算として大蔵省の承認を得た」（『読売新






















案と政府案の 2 種類に大別される。東大案はその内容から，さらに 3 種類に細かく分類すること
ができる。そこで東大案に関しては，1930年 5 月10日付で法学部から東京帝国大学会計課に提出
された「昭和六年度歳出予算増加要求書」にあるものを A 案30，1937年 7 月頃に作成された「昭
和十三年度東京帝国大学概算要求増減額事項別明細書」にあるものを B 案31，1939年 5 月頃に東
京帝国大学庶務課が作成した上記勅令改正案に関する上申書案を C 案32 とする。1939年10月19日




次ページの表 2 は，A～C 案及び政府案をまとめたものである。この表 2 に従って分析を進めて
いく。なお，あえて A 案と B 案を取り上げているは，C 案作成以前の法学部の構想がどのような
ものであり，それがこの講座の設置過程においてどう変化していたかをみたいからである。












































































































































































の作成に南原が関わっていることがうかがえる。C 案は内容としては B 案に近い。ただし前半部






最後に政府案についてであるが，前半部分は C 案とほぼ同じである。加えて C 案において修正


























































之ヲ定ム」と規定していた。なお，上記の勅令は1893年 8 月11日に公布され，第十九条の規定により同年 9
―  ―
月11日施行された。さらに帝国大学令（明治十九年勅令第三号）は1919年 2 月 7 日公布された帝国大学令
（大正八年勅令第十二号）により全部改正され，同年 4 月 1 日施行された。ただし，講座制に関する規定の
内容は，両者ともほぼ同一である。
















10 東京大学文書館，S0014/SS2/11，重要書類彙集・文部大臣達・秘書他，秘書 官制改正 自昭和十三年度
至昭和十五年度。
11 専門学務局は大学行政を所管した文部省の内部部局。1887年10月設置。
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